
電気に関する関係法令や正しい扱い方を理解し、
電気を正しく安全に使いましょう。

私たちの職場では、照明や冷暖房からコンピュータやセキュリティシステム、
工作機械など、数多くの電気製品が使われています。

電気は便利なエネルギーですが、使い方を誤ると感電や火災など
重大な事故が発生する恐れがあります。

お客さまの電気の安全を見守り続けます
総合監視指令センター

無線通信を利用した
絶縁監視装置

電気設備

総合監視指令
センター

・停電
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漏電・停電
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連絡
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対応
指示事故

対応

電気を正しく安全に！電気を正しく安全に！電気安全
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総合監視指令センターでは、24時間・365日、お客さまの電気設備の異常時の受付けをおこなうとともに受電設備
に設置した絶縁監視装置からの情報を基に異常の有無を確認しています。異常時には技術者が迅速に対応、お客さ
まの電気の安全を守り続けます。

電気設備の更新に関するお問い合わせは、担当検査員へお問い合わせください。
電気安全に関する各種情報は、当協会ホームページをご参照ください。

https://www.kdh.or.jp/

保安管理業務
建物の所有者さまなどから委託を受けて、電気設備の保安管理を
行っています。異常発生時には迅速に対応し、お客さまの電気設備
の安全を守ります。

試験技術業務
ご契約いただいているお客さまや電気主任技術者さまから委託を
受けて、変電設備の点検や各種試験を承ります。

●●●●●●関東電気保安協会のご案内●●●●●●

ビル・学校・病院など ～高圧受電設備（6600V）～

保安業務

ご契約いただいているお客さまを対象に、電気設備点検の結果、
不適合事項や推奨事項が判明した場合の改修提案と予防保全に
関わる電気設備の更新を承ります。
（一般のご家庭の電気設備を除きます）

ビル・学校・病院など ～高圧受電設備（6600V）～

建設業務

東京電力パワーグリッド㈱からの委託を受けて、法令に基づき4年に
一度、一般の住宅や商店などの電気設備の安全点検として、屋外や
屋内の分電盤等の点検、絶縁状態の確認・問診などを行っています。
※地域により当協会以外の登録調査機関が点検にお伺いしています。

ご家庭など ～低圧の電気設備（100/200V）～

調査業務

地域・職場での講習会や学校での出前授業、イベントでの電気に
関するご相談、社会貢献活動として文化財などの電気設備の特別
点検を通じて、電気安全と省エネのPRを行っています。

各地域

広報業務



電気保安関係の法令 自家用電気工作物に対する設置者の義務

※自家用電気工作物は設置者
または使用者に電気工作物の
保安責任があります。また、設
置者には電気工作物を技術基
準に適合するように維持する
義務があります。

電気を使用するための機械、器具、電線路などを、電気工作物といいます。
電気工作物は、使用目的や取り扱う電圧などによって次のように区分されています。

発電所で作られた電気は、送電過程で昇・降圧をして需要に応じた電圧で職場や家庭に届けられています。

6,600ボルト(V)の高電圧で電気を引き込んでいる皆さまの職場は、
「自家用電気工作物」と呼ばれています。

○自家用電気工作物設置者とは、工場、ビル、学校、
　病院等の自家用電気工作物を所有する法人、団
　体、個人をいいます。
○自家用電気工作物である事業場を全て借り受け
　た法人、団体、個人も自家用電気工作物設置者と
　なります。事業場の「所有者」「占有者」または「設
　置者にみなす者」のいずれかが自家用電気工作
　物設置者となります。

自家用電気工作物を新設する場合には、国への各種手続
きが必要となります。電気事業法に基づく主要な手続き
は、以下の２点です。

◉ 設置者は「保安規程」を定め、国に届け出ること
◉ 設置者は「電気主任技術者」を選任し、国に届け出る
 こと。 また外部委託の場合は、申請し承認を受けること。

手続き上、必要となる書類は「保安規程届出書」「保安規
程」「電気主任技術者関係書類」「工事計画届出書」です。

●電気事業法
電気事業の発展と公共の安全確保、環境保全を目的
として電気工作物の保安について定めた規制で最も
基本となる法律。
平成7年と平成11年に大幅な改正が行われ、発電部
門への新規参入、電気供給部門の自由化などの改
正、保安部門での自主保安体制の確立のもと電気工
作物の工事計画や使用前検査の簡素化、電気設備技
術基準の性能規定化などが行われた。

●電気工事士法
電気工事士の資格および義務ならびに資格者以外
の者の電気工事の禁止を定めた法律。

●電気工事事業法
電気工事業の登録ならびに業務の規制について定
めた法律。

●電気用品安全法
電気用品による危険および障害の発生を防止するた
め、その製造、販売等を規制する法律。

次のような場合には手続きと届出が必要です。

電気事業法では、自家用電気工作物の工事、維持、運用について設置者が保安規程を作成し、さらに電気主任技術者を
選任して、電気の保安を確保することを義務付けています。これらについては国への各種手続きや届出が必要となり、そ
れを怠ると罰則適用の対象となる場合もあります。 ●電気工作物の種類
●自家用電気工作物の保安体系

●手続きと届出

●電気が送られる仕組みと電気工作物

●自家用電気工作物の設置者

自家用電気工作物を新設する場合

その他、手続きと届出が必要になる場合

電圧：高圧以上の電圧
（通常は、6,600V以上）

電圧：100・200V
（但し、発電所を除く）

電気事業用電気工作物

自家用電気工作物

大規模ビルディング・大規模工場 ビルディング・中規模工場

一般用電気工作物

小工場

商店

住宅

中規模以上の工場・ビルなど

電力会社・発電所など

住宅、小規模な店舗・工場など

275,000V
～500,000V

66,000V
～154,000V

6,600V 100・200V

「保安規程屆出書」「保安規程」

届出書類 届出者 届出先窓口 提出期限

設置者

設置者

産業保安監督部
電力安全課

電力会社に電気
使用申込書を提
出する時と同時

工事着工30日前
産業保安監督部
電力安全課

「電気主任技術者関係書類」
執務形態によって下記の書類を提出
・有資格者選任・・・
　「主任術者選任又は解任届出書」
・有資格者以外の選任・・・
　「主任術者選任許可申請書」
・有資格者の兼任・・・
　「主任術者兼任承認申請書」
・外部委託・・・
　「保安管理業務外部委託承認申請書」

 [工事計画届出書」
(対象設備がある場合)

事業用電気工作物 自家用電気工作物

電気事業用電気工作物

一般用電気工作物

電
気
工
作
物

自家用電気工作物 電気関連法令自主保安体制 技術基準の適合・維持

保安規程の作成・届出・遵守

電気主任技術者の選任

使用前自主検査

工事計画の届出

使用前安全管理審査

事故その他の報告義務

立入検査、改善命令など

電気工事士法、電気工事業法に基づき500kW
未満の自家用電気工作物は第一種電気工事士
等による工事義務

電気工事業法に基づき500kW未満の自家用
電気工作物の工事を行う工事業者の登録、届出、
通知義務

電気用品安全法に基づき電気用品の使用義務

罰則等の適用

国等の監督

●自家用電気工作物について変更があった場合
●自家用電気工作物を譲り受けた(借り受けた)場合
●自家用電気工作物を廃止した場合
●自家用電気工作物の設置者の地位を継承した場合
●建設現場で自家用電気工作物を使用する場合

●移動用電気工作物の取り扱いについて
●自家用電気工作物で電気事故が発生した場合
●ばい煙発生施設、ばい煙処理施設等を建設、譲り受けた、又は廃止する
場合、また、ばい煙発生施設に関する変更（代表者名・事業者・仕様等）
があった場合
●PCBを含有した電気工作物に関する届出について

火力発電所火力発電所

水力発電所水力発電所

再生可能エネルギー
等の発電所

再生可能エネルギー
等の発電所

超高圧変電所 一次変電所 配電用変電所 電柱

引込開閉器

電
力
会
社
柱

お
客
さ
ま
の
柱

ケ
ー
ブ
ル構

内

ここからが自家用電気工作物になります

電気工作物 電気工作物とは

自家用電気設備の安全

01 02



電気事業法では、自家用電気工作物の工事、維持、運用について、設置者が自己責任において保安規程を作成し、さらに
電気主任技術者を選任して、電気の保安を確保することが法律で義務付けられています。これらについては国への各種
手続きや届出が必要となり、それを怠ると罰則適用の対象となる場合もあります。
当協会は、自家用電気工作物の工事、維持、運用について、保安管理業務をお引き受けいたします。また、お客さまからのご依頼に応じ
て技術・コンサルト業務も行っております。

波及事故とは一軒で起きた電気事故が他に波及し、付近一帯のビルや工場また一般家庭までも停電させてしまう事故
のことです。
電力会社の配電用変電所の1つの配電線からは、平均1,500軒ものお客さまに電気が送られているため、一軒の事故が
原因で同一配電線の供給範囲が停電してしまう可能性があります。 もし、事故が起きた場合でもお客さまの構内でとど
めることが大切です。

責任分界点とは、その文字のとおり責任を分けている点のことで、電気設備の管理などについて、電力会社とお客さまの保安上の
責任範囲を分けている点（場所）をいいます。

GR付PAS・UGSが未設置の場合、主遮断器の電源
側のお客さま設備で事故が起きた場合、電力会
社の配電用変電所の保護装置と遮断器が作動し
て事故点がある配電線が切り離され、その先にあ
るビルや工場などはすべて停電します。配電線に
は銀行や病院、信号機なども含まれることがあり
社会的影響は大きなものとなります。

保安規程は、自主保安体制の中核となる重要なルールとして社内全般を拘束するもので、法律と同等の効力をもち関東
東北産業保安監督部への届出を義務付けています。これらを確実に実施することで「電気設備の自主保安体制」を確立
することが求められています。

当協会では、安全教育の一環として電気保安講習会を行うなど、保安規程に基づく電気の保安管理業務をお引き受けしています。

●外部委託承認制度による自主保安体制

●波及事故とは

●波及事故の損害額

●責任分界点

●保安規程の主な内容

●電気の安全と省工ネアドバイス ●電気保安講習会の開催 ●電気設備の異常への即時対応

点検にお伺いして、電気設備の異常の有無をお
知らせし、電気の安全や省工ネについて アドバ
イスしています。

DVDや印刷物などを活用し、ご要望に応じた電
気安全や省工ネについての電気保安講習会(従
業員教育)を実施しています。

お客さまの電気設備を守るため、24時間対応待
機者を配置しております。出動態勢は万全を期し
ております。

契約
報告・連絡・相談

報告・連絡・相談

報告・連絡・相談

報告・連絡・相談

点検・事故対応
お客さまの施設が停電

お客さまの施設

主遮断器
発電所
より

配電用変電所

工場・病院・銀行・ビル・住宅など

お客さまの施設が停電

お客さまの施設

主遮断器
発電所
より

配電用変電所

工場・病院・銀行・ビル・住宅など

自主保安体制 電気工作物の管理と安全確保の義務

保安規程 保安規程を定め、国に届け出る義務

一般事項
●法令及び保安規程を遵守する
●日常の点検と安全確認の励行
●保安教育の実施、参加
●保安に関する業務への協力
●危険表示・備品、図面、手続書類などの整備
●災害その他、非常の場合に備えた対策と訓練の実施

保安協会への連絡、相談
●保安上重要な事項の決定または実施
●事故その他の異常が発生または、発生のおそれが
　ある場合

波及事故発生者の損害例

単独事故

波及事故

①事故対応に伴う人件費（時間外の発生等）
②突然の停電による操業停止等の損失
③復旧のための緊急の仮設工事の費用
④損傷した電気工作物等の改修費用 など

波及事故被害者の損害例
①突然の停電による操業停止等の損失
②コンピュータへの入力中データの喪失 など

関
東
電
気
保
安
協
会

みなさまの職場

設置者（総括責任者）

連絡責任者

従業員

自家用電気工作物の保安確保

OFF

×

事故事故

OFF

×

付近一帯の施設・住宅が停電

事故事故

地中配電線方式の例

GR付UGS

引込ケーブル

お客さま
キュービクル

責任分界点

お客さま構内

電
力
会
社
柱

電
力
会
社
ケ
ー
ブ
ル

電力会社の設備 お客さまの設備

出典 ： 関東東北産業保安監督部「波及事故防止のお願い～自家用電気工作物設置者の皆様へ～（2019.3月版）」

受電設備の主遮断器の保護範囲内で短絡や漏
電が起きたときには保護装置が作動し、主遮断
器で電気を止めるので、事故の被害は、事故を
起こしたお客さまだけとなります。

架空配電線方式の例

GR付PAS

引込ケーブル
責任分界点

お客さま構内

引込開閉器

電
力
会
社
柱 構

内

お
客
さ
ま
の
柱

ケ
ー
ブ
ル

電力会社の設備 お客さまの設備

自家用電気設備の安全 波及事故

社会的な影響が大きい波及事故
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令和3年度 関東東北産業保安監督部管内自家用電気工作物の電気事故について

●保守不備
巡視、点検、手入れ等の保守不完全や
自然劣化など

●故意・過失
作業者（自社または自社の工事請負者
の命を受けて作業に従事している者）
の過失

●事故の発生時の対応手順 ●責任分界点近くの保護装置

●主遮断器の電源側の対策

■ 高圧ケーブルの取替 ■ 避雷器の設置による機器類の保護

■ 受電設備への小動物の侵入防止対策 ■ ケーブル埋設位置の表示

●波及事故の原因分類

架空線引込みの場合 地中線引込みの場合

事故発生時
●波及事故が発生したときは、電気主任技術者および電力会社に直ちに
連絡する。

●あわせて電気主任技術者と相談のうえ、電気工事店などに復旧の依頼
をする。

報告等
●報告は、電気主任技術者を中心に事故原因について調査し再発防止
に努める。

●電気事業法(電気関係報告規則第3条)に基づき事故発生を知ったとき
から、24時間以内に(可能な限り速やかに)事故の概要について、所管
の関係官庁に電話等の方法で報告する。

●また、事故発生を知った日から起算して30日以内に定められた様式に
従い「電気事故報告書」を提出する

波及事故が発生したら速やかな対応を

波及事故の原因

波及事故を防止するには

高圧受電設備で事故が発生しても、配電線への波及事故に至らないように、区分開閉器にはGR付PAS・UGS等を取り付
けることが有効です。

高圧引込ケーブルなど主遮断器の電源側で起きた事故は受電設備の主遮断器では切り離せません。
波及事故を防ぐには次の対策が効果的です。

更新の目安は20年程度です。古いケーブルは新しいものに交換しま
しょう。

床や換気口などの破損箇所や電線引出口は確実に塞ぎ、小動物の侵入を防止しましょう。 構内での掘削工事は高圧ケーブルを傷つけ
ないように埋設位置を確認して行いましょう。

LA内蔵GR付PASを設置して、落雷時の機器の破損などを防止しま
しょう。

UGS
GR付PAS

設置前 設置前

破損したケーブル

開口部の補修

補修前 補修後

LA内蔵GR付PAS 落雷による破損

設置後

設置後

事故発生時

報告等

電気設備電気設備

電気主任技術者電気主任技術者 電力会社電力会社 所管の関係官庁所管の関係官庁

24時間以内に速報
30日以内に事故報告書を
提出

設置者設置者

事故発生の連絡

波及事故

保守不備
82％

故意・過失
18％
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●被害者への対応は迅速に行い移動は必要最小限に
とどめてください。心肺蘇生が必要な場合には処置
を行ってください。

●被害者を充電部から離す時には、二次災害にあわな
いように注意してください。

●さらに一定区域の立入を禁止にして周囲の人の感電
を防止してください。

※電気の流れを電流といい、その量をA(アンペア)で表示します。
　1Aは1000mA、つまり1mA(ミリアンペア)は1Aの1/1000です。
※同じ電流が流れても、年齢・健康状態・環境等によって影響に差が出ます。

電流

大地B種アース 電流

（感電しない） （感電する）

アンテナ

トタン
屋根

電
源

▶

▶

変圧器

漏電
遮断器２次側

▶

▶

変圧器

漏電
遮断器２次側

▶

▶

I

Ir

B種アース D種アース D種
アース

漏電

（漏電電流）

▶

▶

▶
▶

I
Ir

Io

IoB種アース

漏電遮断器とは、配線や電気機器などに漏電があった場
合に、すぐに漏電を感知して電気を自動的に止め、火災
や感電事故を防ぐ安全装置です。

漏電遮断器は、行きの電流（I）と帰りの電流（Ir）に差がある場合、その差を漏電電流（Io）として感知し電気を止めます。アース線が取り付けてあれ
ば、漏電により電流に差が生じると同時に電気を止めてくれるので安心です。

体の中を電流が流れると感電します

電気は行きの電流の電線と帰りの電線の2本の電線を使って流れています。電灯回路では1本が100Vでもう1本は0Vで
す。この電圧差によって初めて電気が流れます。1本の電線だけでは電圧の高低差が発生しないのです。

電線にとまっているスズメや力ラスでも、2本の
電線に触れたり、アンテナ(大地にアースされて
いる)に触れると感電します。
これは回路が形成されることによって、体の中
を電流が流れるからで、一般に感電するという
現象は電圧によるものではなく、電流によるも
のなのです。

アースを取り付けることは、万一漏
電したときに電気を大地に逃がす
ための道を作っておくことで、電気
機器より漏電した場合、漏れた電気
はアースを通って地中に流れます。
感電した場合でも、人体より電気が
流れやすいアースにほとんどの電
気が流れるので、大きな感電災害を
防いでくれます。

人の体を電流が流れるパターン

人の体を電流が流れる危険度
もしも感電したら

アースと漏電遮断器はセットで最強

漏電遮断器の取り付け

アースの取り付け

電線から人体を
通じて大地へ

体でショート

機器類から
人体を通じて
大地へ

人が触れたときのショック
は低減されるが、電気は遮
断されていないので漏電し
ている危険な状態は継続
する。

電流が人体を通って大地に流れるので危険 ほとんどの電流が大地に流れるので
人体に及ぼす影響は小さい

正常な電気の流れ
I-Ir= O

漏電により電流に差が発生
I-Ir≠ O漏電(Io発生)→電気を止める

人が感電してはじめて電気
が遮断されるため、人が触
れた瞬間、一瞬ですが人体
がアースの働きをして感電
する。

ビリッと感じる程度 相当に痛い 耐えられないほどビリビリくる

短時間でも生命が
相当に危険

筋肉の硬直が激しく、呼吸も困難
引き続き流れると死にいたる

致命的な障害を起こす

1mA 5mA 10mA

20mA 50mA 100mA

漏電遮断器

■ 2本の電線に触れたとき ■ 電圧のかかっている電線に触れたとき ■ 漏電している機器に接触したとき

感電は、通電経路・電流の大きさ・通電時間により人体に及ぼす影響が違います。

■ アースだけの場合の問題点

■ アースがない時 ■ アースがある時

■ アースと漏電遮断器を併用した場合

■ 漏電遮断器だけの場合の問題点

漏電遮断器の例▶

感電について

どうして人は感電するのでしょう？ 感電から身を守る

感電が人体に及ぼす影響
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キャブタイヤケーブル ３分岐テーブルタップ 器具付コード

▲トラッキング現象による発火（東京消防庁提供）

プラグやコードが原因で発生する火災

こんな使い方は事故のもとです

移動電線とは

プラグやコンセントからの発火　トラッキング現象

コードの破損による感電や火災

コードの途中接続による短絡

電気ストーブや電気コンロなど、取り扱いの不注意によるもののほかにも、コンセントプラグ、コードコネクタ、移動電線
(コード)が原因で火災は発生します。

コードのうち、建物などに固定しな
い器具付コードや延長用のコー
ド・ケーブルなどが移動電線です。
正しく使えば便利な移動電線です
が使用を誤ると大変危険です。

長い間プラグを差し込んだ
ままにしてホコリが溜まり、
そこに湿気が加わると突然
発火することがあります。
これをトラッキング現象と
言い、火災の原因となるこ
とがあります。普段からプラ
グ・コンセントを乾いた布
で定期的に清掃しましょう。

コードの心線どうしをねじり合わせて
直接つなぐと接触不良や短絡による
火災の原因になります。危険なので
必ず接続器を使いましょう。 接続器は
防水型や引掛け型など用途に適した
ものを選びましょう。

被覆が傷ついたり古くなってひび割れたコードやプラグの接続器具の破損は、漏電による感電や火災の原因になりま
す。新しいものに取り替えましょう。
■ コードの破損を招く危険な使い方

■ 湿気による通電性の変化

■ 危険な接続例 ■ 正しい接続例

左の乾いたホコリの抵抗値をテスター測定すると50
メグオーム、右は霧吹きで水を吹きかけた場合で抵抗
値は0.1メグオームで電気が流れやすくなります。

（50.3MΩ） （0.1002MΩ）

棚や機材などの重い物
の下に敷く

コードを継ぎ足して
ビ二ールテープで巻く

クギやステップルで
固定する ドアや引き戸にはさむ 強くまげる

引掛型
コードコネクタの場合

接続前
接続後

キャブタイヤケーブルキャブタイヤケーブル 3分岐テーブルタップ3分岐テーブルタップ 器具付コード器具付コード

コードの過熱防止

可搬形の電気器具はアースに注意

接続部の緩みに注意する

電流の流し過ぎに注意する

コードが過熱する主な原因は、接続部分の緩みによる接触不良と電気の流し過ぎの2種類に大別されます。いずれの場
合も感電や火災の恐れがあり危険です。

コンセントやテーブルタップなどには使える電気の最大容量が記載されています。この容量を超えて電気器具を使用す
ると、過熱・発火することがあり危険です。

移動して使う可搬形の電動工具などのコードにはアース線がついています。延長コードを使用するときは必ずアース線
付のコードを使い、電源もアース極付コンセントを使用してください。

差込みプラグなどとの接続はネジを確実
に締め付けましよう。接続部分の締め付
けは、定期的に点検しましょう。
また、コードの抜き差しはプラグ本体を
持って行いましょう。

■ 接続部分の緩みを防ぐには

■ タコ足配線はしない ■ コードを束ねたり、巻いたりしない
コードを束ねたり巻
いた状態で使用する
と、熱がこもり過熱・
発火することがあり
ます。

可搬形の工具や機器

束ねたり巻いたりしたまま使わない

プラグのネジは確実に締め付ける

テーブルタップ

表示例
15A 125V
合計1500Wまで

合計
15A まで

差込み口が複数ある場合も
合計で容量は15Aまでです。

約1000W約1000W

＋ ＋

約900W

コードの抜き差しはプラグを持っておこなう

束ねたコードから出火▶
（NITE提供）

移動して使う可搬形の電動工具や機器

電動ドライバードリル

電動グラインダー

電圧受刃

アース極付
コンセント

アース
（D種アース）

延長
ケーブル

電圧受刃 電圧刃

アース受刃 アース刃

工具

可搬用コンプレッサー

電気火災について
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普段の注意や習慣づけが事故を未然に防ぎます

自然災害時の事故に備えて

たとえ短期間使用の仮設配線でも素人工事は
感電や火災などの事故が発生する恐れがあり
ます。配線工事は電気工事店に依頼しましょう。

事故を防ぐ注意点

事故を防ぐ注意点

設備や大型機器はしっかりと固定してください

事前の準備と即座の対応

落雷による事故に対する備え

少し離れた落雷でも雷の電気が電源回路、TVアンテナ、電話回線、アース線を通って建物に侵入しコンピューターや電
話機を故障させたり、停電や電圧低下をまねくことがあります。

地震や台風で停電になっても電力会
社の設備に異常がなければ、再び電
気は送られてきます。
避難所へ向かうときには、電気の消
し忘れなどによる事故を防ぐために
分電盤ブレー力ーを切ってください。

■ 素人工事はしない

停電したときは、運転中の機器のスイッチを
切りましょう。不意の送電で思わぬケガや火
災を起こす恐れがあります。

■ 停電したら機器のスイッチを切る

ブレーカーを切るときの妨げになります。
分電盤の周りは整理整頓しましょう。

■ 分電盤の付近には物を置かない
通電再開時に発熱体の上の落下物が発火する
などの危険があります。

地震や台風が収まったら電気器具の安全チェックをしましょう。ガス漏れによる火災などの危険もありますので、安全が確認されるまでは電気を使
用しないようにしましよう。

■ 停電したときも忘れずにスイッチをOFF
身の回りの安全を確保して、運転している
機器のスイッチを切りましょう。

■ 地震が起きたら即座にスイッチをOFF

電気設備や機器が損傷したり、機械や金属部に触れたときに
ピリッと電気を感じるような異常があれば、直ちに電気担当者
(保安協会など)に連絡してください。

■ 異常があったら、直ちに電気担当者(保安協会など)に連絡

スイッチやプラグに溜まったホコリやコード
の損傷は、漏電、短絡、トラッキングの原因
になります。定期的に点検し清掃しましょう。

■ 定期的な清掃や点検の実施
ブレーカーや手元開閉器は、機器と使用す
る部門の安全を確認してから入れましょう。
工作機械などが急に動くと危険です。

設備や機器の転倒、落下によりケガや機器類
を損傷する恐れがあります。

■ スイッチは安全を確認してから入れる

■ 設備や大型機器の固定
不安定な場所に設置すると転倒しやすく
危険です。

■ 水平と安定の確保
脱落などで、ケガや火災の恐れがあります。
■ 看板灯や照明器具の固定

■ ブレーカーを切ってから避難 ■ 状況が収まったら安全確認

地震で傾いた高圧受電設備地震で傾いた高圧受電設備 地震で倒れた変圧器地震で倒れた変圧器

器具のプラグや電話の通信線は抜いておきましよう。冷蔵庫やタイ
マーなど常時電気を使用している機器には注意が必要です。

■ プラグやジャックを抜く

雷の侵入に備えて

無停電電源装置 (UPS) により、停電や瞬時の電圧低下による機器の
誤動作やデータの消失に備えましょう。

■ 無停電電源装置(UPS)を設置する

停電や電圧低下に備えて

UPS

事故を防ぐ
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作業員の過失による事故例 高圧引込ケーブルの敷設環境悪化から起った波及事故

事故例１ 高圧引込ケーブル金属配管内部の浸水からの波及事故

事故例 2

発生年月　平成２７年２月
受電電圧／最大電力／事業場業態
　　　　　　　　　／主任技術者選任形態
６.６kV／１９５kW／建設業／外部委託

事故原因電気工作物／被災者概要／被災程度
仮設分電盤（４００Vブレーカー）
下請建設作業者（電気担当）（５０代・６０代）
アークによる負傷

事故概要
設置者から建設工事用タワークレーンの仮設分電盤
を撤去するよう指示を受けた下請会社の課長は、作
業員２名に対してタワークレーンが止まる昼休みを
利用して、キュービクル側のブレーカーを切ってから
仮設分電盤撤去を行うよう指示した。
指示を受けた作業員２名は、昼休み後に当該仮設分
電盤を撤去しようと４００Ｖ ブレーカー電源側端子部
にラチェットを当てた際、相間に触れたため、アーク
が発生し、２名とも負傷した。

原 因
負傷した２名は、充電中
であることを認識していな
がら、停電を怠り活線作
業にあたってしまった。

発生年月　平成２６年７月
受電電圧／最大電力／事業場業態
　　　　　　　　　／主任技術者選任形態
６.６kV／７８５kW／テナントビル／外部委託
事故原因電気工作物／被災者概要／被災程度
ＬＢＳ
ビル管理会社従業員（５０代）
感電負傷

事故概要
ビル管理会社は、建物売却に伴い不
動産仲介業者から、ＰＣＢ機器調査結
果記録と、実際の変圧器型番の確認
依頼を受けた。
ビル管理会社従業員１名は、依頼の
とおり確認しようと、キュービクル内
の変圧器銘板の写真を撮るため、デ
ジカメを持った状態でアクリル板の
間に頭を入れたところ、ＬＢＳ端子部
に頭部（ヘルメット未着）が触れて
感電した。

原因
被災した従業員は、高圧低圧電気取扱教育
を受けており、日常的にキュービクルを開け
て変圧器の温度計確認を行うなど、キュービ
クル内が危険であることは理解していたが、
撮影くらいなら問題ないと単独で判断をし、
上司の指示や電気管理技術者からの必要な
指示を受けなかった。

原因
絶縁破壊を起こした高圧引込ケーブルを引き抜いたところ、金
属配管内部が浸水しており、普段から水が溜まっていたことが
推測された。
当該高圧引込ケーブルを観察したところ水トリーの痕跡は直接
には発見できなかったが、長年に亘り浸水していたことも要因
となり絶縁破壊に至ったものと推測される。

拡大

感電箇所

変圧器銘板箇所 地絡継電装置付高圧気中負荷開閉器（GR付PAS）

パテを充填した管路の様子

絶縁破壊を起こした部分

引抜いた高圧引込ケーブルの様子

キュービクル式高圧受電設備の様子

事故概要
事故を起こした高圧引込ケーブルは受変電設備を含め敷設後35年
経過していた。年次点検時の高圧絶縁抵抗測定値を分析すると、低
下傾向にあった。設置後の経過年数も考慮し設備更新を計画し更新
をする日程も決まり工事着工を待っている状況であった。しかしなが
ら、その日を待つ事なく高圧引込ケーブルが絶縁破壊を起こし、波及
事故となってしまった。

対 策
構内1号柱に地絡継電装置付高圧気中負荷開
閉器（GR付PAS）を新規設置しました。
高圧引込ケーブルは新規の埋設配管を使用し
通線、配管の屋外・屋内の終端部分にパテを充
填し、雨水が浸入しないように施工をしました。

実際の事故事例
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